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学 位 論 文 内 容 の 要 旨

博士の専攻分野の名称　　博士（工学）　　氏名　岡部　和憲

学 位 論 文 題 名

急流河川における急激で大規模な河道変動に伴う側岸侵食リスクと治水対策に関する研究

(Study on the risks of bank erosion in steep-slope rivers caused by channel migration due to flooding

and its application to flood control management)

　近年、豪雨により様々な形態の災害が全国各地で多発している状況にある。

　特に、2016年 8月に北海道を襲った豪雨災害により、堤防の決壊、家屋や農地土壌の流失、橋

梁橋台背面の侵食損壊など、甚大な災害が全道各地で多数発生したことは記憶に新しい。

　とりわけ、十勝川の支川である音更川の中流区間 (北海道庁管理区間)において、出水の影響によ

り河道が大きく左右に蛇行・拡幅し、一連区間の左右岸交互の 7箇所に亘って侵食によって堤防が

決壊するという甚大な災害が確認されたが、活発な土砂移動により河道の急激で大規模な変動が発

生し、河岸侵食が堤防ラインを越えて進行したことによる典型的な河道災害生と考えられ、あたか

も実験室で行った模型実験のような有様であった。

　加えて、近年の豪雨災害の多発に関連して「気候変動の影響が現実のものとなった」との認識が

各方面から表明されており、今後の気候変動の拡大による洪水災害への影響の増大も懸念されてい

るところである。

　このため、急流河川区間の河道の変動特性について、気候変動による影響も視野に入れながら侵

食リスクの評価という視点から、現象の理解と知見の蓄積を図ったうえで、災害を未然に防止する

ための計画技術・予測技術として社会実装が進むよう取り組むことが重要である。

　本研究は、以上のような課題認識に基づいて、音更川上流区間で発生した事象を事例として、侵

食リスクの評価手法の確立に資することを目的として取り組んだものである。

　以下に、論文の主要なポイントを述べる。

(1)

　まず、2016 年 8 月出水により、急激で大規模な河道の変動が生じた音更川上流区間に関して、

出水前後、及び途上を含む各種データから、現地で発生した河道の急激な変動状況の諸元について

整理・分析したうえで、数値計算モデル (iRIC Nays2D)による再現検証を行い、現地で発生した現

象の進行プロセスについて考察した。

(2)

　また、現地で確認された低水路護岸の損壊状況を踏まえ、寒地土木研究所の水路を用いた水理模

型実験を行い、低水路護岸が設置されている場合でも、流量規模が大きくなると高水敷上の掃流力

が増大し、護岸背後の高水敷での洗堀・堆積が進行するとともに高水敷を含めた水路全体が複列・

網状の様相を呈し、侵食が堤防ラインにも及び堤防の侵食・決壊を招きかねない状況となり得るこ

とを確認した。

(3)

　これらを踏まえ、河川沿川の侵食リスクの評価に資することを目的として、流量ハイドログラフ

形状の違いが河道の変動特性に及ぼす影響について数値計算モデルを用いて検討を行った。



　なお、この際、ピーク生起時間の異なる流量ハイドログラフのケースに加え、気候変動による

外力の増加が指摘されていることも踏まえ、流量規模のより大きなハイドログラフのケースにつ

いても検討を行った (北海道開発局が北海道大学山田朋人准教授の指導のもとで行った検討では、

RCP8.5(4℃上昇)シナリオでは、降雨量の増加に伴い、洪水水量は 1.5～1.7倍に増加することが

想定されている)。

(4)

　結果として、ピーク流量の規模は同じで生起時間の異なるハイドログラフ (流量ピークまでの時

間が 2016年 8月洪水実績より早いケースとより遅いケース)の場合は、堤防決壊の位置や川幅の

拡大状況については、どのケースも類似する結果を得たが、堤防決壊に至るタイミングについては

違いがあること、また、ピーク流量の規模が異なるハイドログラフの場合は、流量規模の大きい

ケースほど侵食領域の幅が大きくなるが、ピーク流量が 2016年 8月洪水の実績の 1.5倍、2.0倍の

ケースでは、流路全体が複列・網状の形態に移行し、侵食領域の幅の拡大割合は抑制されることが

明らかとなった。

(5)

　流量規模が大きい場合に侵食領域の拡大割合が抑制されることを踏まえると、音更川上流区間に

ついては、侵食領域の最大幅の定量的推定が可能と考えられ、具体的には、当該区間については、

侵食領域が拡大する最大幅は、270m程度と推定された。

　これにより、当該区間の堤防間隔が約 200mであることから、堤防ラインから堤内側に 70m程

度までの範囲は侵食リスクを有する区域であると考えるべきであることが明らかになった。

(6)

　実績洪水に関する流量ハイドログラフと河道変動データを基本として、様々な流量外力を想定

し、数値計算モデルを用いて検討して総合化することにより、急流河川区間の侵食リスクを評価す

る手法の一つとなり得る可能性を示すことが出来たものと考えている。

(7)

　更に、この結果を社会実装に向けて活用する観点からは、長期的視点として侵食リスクが想定さ

れる河川沿川の区域について必要な範囲を明らかにしたうえで土地利用政策等により家屋・施設の

移転や立地制限を行うことが考えられる。また、中短期的視点としては、堤防・高水敷・低水路で

構成される一般的な複断面水路において、洪水流量の規模が大きくなる場合には、高水敷を含めた

河道全体が活発に変動し、侵食による堤防決壊を招きながら侵食領域が広がる可能性があることか

ら、堤防の前面、及び堤防の基盤部分について、洪水流による侵食現象に耐え得る構造とすること

が極めて重要であり、具体的な区間の選定や構造の検討に反映させることが考えられる。


